



































































































































































































































































国 名 品目総数 農産品 鉱工業品
西 独 22 1 21
ベネルックス 27 0 27
フ ラ ン ス 42 15 27．・
イ タ リ 1 幽 2 42
英 国 μ O 仏
スウェーデン 52 O 52
ノールウェー 38 O 38
デ ンマーク 1O 2 8オーストリア 116 2 114
ス ぺ イ ン 336 6 330
ギ リ シ ア 13 O 13
ポルトガル 268 20 248
こでは除外することにして，主要欧米先進諸国の対日差別制限措置だげを指
摘しておこう。
　以上の2っの表から考えると，わが国の残存輸入制限品目を削除すること
は，これと対応している欧米諸国の対日差別品目と関連させて交渉して然る
ぺきであるということが了解されよう。しかも，対日差別措置は，以上の品
目のみに限られるものではなく，このほかにもある。すたわち，1）対目
GATT第35条の援用，2）輸出自主規制，3）対目セ・一シ・ガード条項がそ
れであって，まず対目第35条の援用は現在までは低開発諸国が主としてこれ
を実施しているが，一部の西欧諸国，すなわちオーストリァ，アイルランド，
スベイソは今までこれを適用している。つぎの輸出自主規則は，実質的には
輸入制隈と殆んど同じ効果をもち，広い地域と多くの商品にわたって適用さ
れている。目米繊維交渉においてもわが国は筋を通すことを終始主張しっづ
けたが，この主張を貫くためには，目本も今後各国政府と交渉して，残存輸
入制限品目の数を縮少することともに，各国が要求する自主規制の押しっけ
を撤回させたければならない。最後の対目セーブ・ガード条項は，わが国と
フラソス，英国，ベネル．ヅクス諸国との間にそれぞれ締結されている通商協
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定のなかに規定されている。この2国問協定に定められているセーフ・ガー
ド条項は，EECと日本との統一協定にそのまま持ちこまれるおそれがあり，
それへの対策は十分に検討しておかなければならない。
　以上のように，対日差別措置は，無差別自由を原則とするGATTの建て
前からして，当然撤回されべきであって，日本の貿易制限の撤廃を要求する
欧米諸国は，みずから実施している自主規制を含む対目差別待遇の諸措置を
撤回することが必要である。しかし，この差別措置については，理論とは別
に実際問題として，日本製品の価格，非価格等の競争力の点からみて，いわ
ゆる市筆撹乱（Market　dis㎜帥㎝）の問題とも密接に関連していることも否
定することはできたい。
2
　GATTは，貿易自由化を促進する一方，外国産品の輸入が国内の生産業
者に重大な損害を与える場合の予防策として，その第19条に特定の産品の輸
入に対する緊急措置を規定することによって，加盟国の義務の全部または一
部の停止あるいは譲許の撤回または修正を認めている。この条文を援用して，
欧米諸国がかつてわが国をはじめ低開発諸国の産品の輸入増犬に関連して，
これを「低賃金国産品」として排斥した事実は周知のとおりであるが，それ
がその後r低価格産品」と改められ，さらに最近でほ「市場撹乱」として論
ぜられるように放った。市場掻乱とは一体どういう場合を指すのか。GATT
は，つぎのとおり定義を与えている。
1）特定産品の輸入が急激かつ実質的に増加しまたはその可能性があること。
2）輸入国市場の同種産品の価格より1妾…質的にかたり低い価格で提供される
　こと。
3）上記2）の価格差が価格形成または決定に際し，政府の干渉によらず，
　またダンピング貴行にもよらぬこと。
　GATTは，1960年にr市場擾乱委員会」を設けて作業をつづけたが，上
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記3条件が抽象的であり，しかも具体的に規定することができたいため，そ
れを規制する方法について合意を得ることができなかったことと，欧米諸国
が脅威を感じていた綿製品に関する長期協定が1962年に成立したこと等によ
り，GATTの市場撹乱委員会はなんらの具体的成果を収めることなく作業
を停止した。このような欧米諸国の動きが日本および低開発国の追い上げを
恐れた結果の規制措置を意図してもであることは明らかであり，その企図は
今なお根強く底流として残っている。もともと，自由競争のもとで良質かつ
廉価な商品を提供することによって，市場の開拓と輸出の増進を図る方策は，
先発の欧米先進国がわれわれに教えた経済上の原貝訂である。この経済原則に
則って，後発のわが国や一部の低開発国がその工業製品の販路を欧米市場に
求めた場合，これを低賃傘国，または低価格国として差別し，市場掻乱とし
て拒否することは矛盾撞着も甚だしいのではないか。このことは，貿易自由
化の実現を阻害す一驍ﾌみならず，各国間の現存の産業部門をそのまま温存さ
せようとすることを意味するものであって，全般的た国際貿易の拡大と世界
経済の発展に逆行する措置であるといっても過言ではない。したがって，こ
のような動きを放置すれば，規制は綿製品のような低開発国でも開発可能た
業種から毛織物，化合繊の紡織にまでおよび，．さらに他の工業製品にまで拡
大されるおそれがあり，低開発国が手がけて輸出が可能になったものが，次
々に低価格輸出として制隈を課せられることになる危険も大いに残されてい
る。
　もちろん，貿易自由化を推進するとしても，ある国の商品が供水のように
流入してくるような場合には，たんらかの歯止めが必要にたることは，講も
否定しえたいだろう。それがいわゆるセーブ・ガードであり，GATT第19
条もその一例である。しかし，すでに述べたように，若干の先進国がGATT
第35条援用撤回の代償として，対日通商条約にセーブ・ガード措置を規定し
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たいきさつが現在でも余命を持ちつづけ，新たにEEC6ヵ国共通のセrフ
・ガードに発展することなどは論外である。GATT第19条の適用によって，
関税の引上げま狂は数量制限を行なう場合には，その発動は全加盟国に対し
て平等に行なわれることにたっている。それはGATTの本質であるグロー
バリズムの精神によるものであらて，・それだけにその発動の濫用が抑制され
る仕鯉みになっている。ところが，二国間協定におけるセーフ・ガード措置
は，相手国に対してのみ適用され，したがって容易に発動される可能性もあ
る。相手国の輸出業者は，何時セーフ・ガードの発動が行なわれるか，絶え
ずその脅威にさらされていることになる。またセーフ・ガードの発動態様を
みると，1）事前に通告，協議の上発動する方法，2）緊急の際一方的に発
動し，その後に協議する方式，3）事前通告のみで協議のないもの，または
協議が不調に終った場合でも発動する方式，などさまざまである。つぎに，
発動要件としては，市場擾乱の事実の存在をあげている。その定義は前述の
ように一応規定されたが，その解釈が難かしいので，その制定に関する客観
的た基準もないのが実情である。したがって，現在のセーフ・ガード措置は，
恣意的にたりがちであり，濫用のおそれも大いにある。すたわち，自国の斜
陽産業保護の手段に利用されがちである。輸入国の市場の開放（a㏄eSS）にし
ても・いわゆる5％条項のように・基準年度の輯入額にごく僅かな伸び率し
か認めないというのは，・妥当かどうか検討する必要があろう。また一国がセ
ーフ・ガードを発動した場合，相手国は泣寝入りせざるを得ないのか，また
たんらかの対抗措置をとりうるのか，この点に関する慣行もまちまちである。
このような事実から，セーフ・ガード措置についても，なんらかの新しい国
際ルールを確立することが緊急に必要にたってくるものと考えられる。
皿　1970年代の貿易自由化のあるべき姿
1
1970年代の貿易自由化のあるべき姿としての新基本計画は，それが先進国
　　　　　　　　　　　　　　（q8）
・低開発国のいかんを間わず，すべての国に対して要請され，そしてあらゆる
種類の商品を対象とするよりも，まず最初先進国に対してのみ公約を求め，工
業製品のみに関して交渉を行なう方が一般に受け入れやすいのではたいかと
いわれている。この点に関して，新計画は，別に農産物貿易を無視したわけ
ではたく，また低開発国が交渉による利益をうけることを妨げることを意図
するものでもたい。農産物貿易に関しては，全くその反対で，あらゆる譲許が
低開発国に対して反対給付を求めることなしに自動的に与えられるようにす
ることが望ましいのであるが，現実に農産物の貿易自由化問題は各国の農業
政策の修正を求めることにたるので，その実現の困難なことは工業製品の場
合の比ではない。そのことは，たとえ工業製品の貿易自由化に関して合意が
実現しても，農産物を輸出および輸入する国の相互間に妥協が成立しなけれ
ば，前者の完全な実行は不可能であるとさえいわれている。農業間題解決の
ために今日までとられてきた方策は殆んど成功を収めていない。この問題に
ついて，K㎝nedy　Roundでは期待する成果をあげることができたかったのは，
現在までの伝統的た交渉方法では失敗するということを如実に示している。
　貿易自由化を成功裡に達成するため，いいかえれば生産地の経済的利益を
基礎として工業生産の合理的運営をはかるためには，その実現を妨げるすべ
ての阻害要因を取り除く効果のある貿易自由化計画が作成されたければたら
ない。生産が多様化し，高度の工業が発達している国の間では，関税，輸出
入課徴金，量的および質的制限，補助金その他の非関税障壁，貿易歪曲など
の貿易上の諸障害を撤廃することが必要であり，またそれが可能であろう。
丁度，建物の各部分をよせ集めて規立住宅を建てる場合と剛二ように，生産
を始める前に，総合計画を作成してそのとおりに作業が進められるとしたな
らば，各国政府の採用する計画がよく練られているかぎり，工業部門の関税
交渉を開始する前に，非関税問題をとりあげることも，また農業間題を討議
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することも可能であろう。
3
　1969年6月，トルコのイスタンブールで開かれた国際商業会議所第20回総
会において，筆者も日本代表団の一員として1970年代の貿易自由化はいかに
あるべきかの討議に参加したが，この総会では貿易自由化に関してはつぎの
7つの原則を考慮に入れた新計画の作成を提案したので，それについてコメ
ントをまとめてみたいと思う。
1）交渉によってもたらされる便宜措置による利益を享受するためには，先
　進諸国は相互主義の原則にもとづく協定を締結すること。
2）このような便宜措置は，低開発諸国に対しては相互主義を求めることな
　く供与されるべきであって，合意された関税引下げ段階を繰上げる措置は
　低開発国にも有利なよ一うに計画すること。
3）関税引下げの方法はできるかぎり一括引下げ方法をとり，かつ自動的た
　ものとし，その実施のスケジュールはすべての参加国に対し同一であるこ
　と。ただし例外として，品目数の少ない産品の輸出に依存している国に対
　しても有利なように調整すること。
4）とくにセソシティヴと考えられる少数の産品を除き，工業製品に対して
　先進諸国で実施されている保護関税を1972年から向う10年間で撤廃するよ
　う努力すること。
5）工業製品に対する非関税障壁の撤廃に関しても同様の協定を締結するこ
ため，各国の非関税障壁に関する情報を交換すること。
6）政府の干渉によるか，または世界の貿易および生産に悪影響を与える企
業の制限慣行によって，貿易自由化計画を実施しようとしても世界におけ
　る生産要因の最適利用をもたらさたくたる場合の問題を処理するため，そ
れらの対策をたてること。
7）この新計画には，農産物やその他の一次産品の貿易自由化に関する特別
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の取決めも含むこと。
4
　まず，原則1にいう交跨は相互主義の原則にもとづいて行なわれること，
すなわち，各加盟国がその当然の権利として協定の利益をうけるためには，
その相手国と同一の譲許を与えなければたらない。このことは，将来の貿易
自由化計画が権利・義務の平等性に関する原湖にもとづいて作成されなけれ
ばならないことを意味している。関税一括引下げの方式を採るとすれば，協
定の各加盟国は他の加盟国と同一の比率で同一期目に引下げなければたらず，
これに例外を認めるとしても，均衡を求め妥協策を弄んではならない。先進
国相互間の交渉において常識化している相互主義の原則は，過去の場合と同
様に将来においても必要不可欠であると思われる。公平な取扱いをすべての
加盟国に保証すべきであり，加盟国が一方的にこの原則から逸脱するような
ことがあってはたらないことを，相互主義の原員與は求めているのである。
5
　原則2は，相互主義の原則が適用できたい場合のヶ一ス，とくに低開発国
の農産物および一次産品の特殊事情に関係したものであるので，原則7と関
連して述べる。
原則3では新関税一括引下げ方式を提案しているが，この方式はKemedy
Roundで採択されたものの，協定加盟国が若干のセソシティヴな産品を交
渉から全部除外することを認めたので，関税の一括引下げの範囲は著しく限
られたものに終った。関税一括引下げの大きな成果を求めるには，それに同
時かつ自動的実施の方策が採用されなけれぱたらない。EECやEFTAの
ように，関税引下げではたくて，漸進的に関税を撤廃する方策が採用されれ
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ば，一括引下け方式は困難にぶつかることが少なくたるはずである。すなわ
ち，一定期間内にあらゆる関税を撤廃することに各国政府が合意すれば，各
国の関税事情に応じてそれの引下げ率をどうしょうかということはあまり重
要なことでなくなる。一括引下げ方式の例外のヶ一スとして，少数の産品の
輸出に依存する国の場合には，その国が外国からのすべての輸入品に対する
関税を弓ゴ下げることによって得られる利益とが不均衡になるおそれがある。
このような特殊たヶ一スにおいて相互主義を実現しうる方式があるかどうか
を検討しなければならない。
7
　原則4をみると，どうしても政治的解決を求める2つの基本間題が提起さ
れているようである。第1の問題は，先進国における工業製品の関税の完全
な撤廃か，それとも関税の単なる引下けか，そのいずれを作業の目的とする
のかという点である。第2の問題は，関税全廃までの転換期をとれ住いにす
るかという点である。関税の引下げと撤廃との相違は極めて大きい。関税を
撤廃するとなると，各国政府はその貿易および経済政策を大幅に変更しなけ
ればならたい。このことは，外国業者の競争に対し自国産業を保護するため
に，国家が干渉することを否定することになり，国内取引と対外取引の双方
に同一の原則を適用することを意味している。これに反して，単に関税を一
定の率たけ引下げるにすぎたい場合には，国内業者は激しい外国業者からの
競争に直面しなければならないが，その関税譲許を将来破棄しうる希望を捨
てきれたい。そこで，先進諸国はここで思い切って，すべての工業製品に対
する関税の撤廃を最終目標とすべきである。関税の漸進的撤廃は確かに合理
的なものと考えられるが，一般にセソシティヴとよばれる産品の問題の解決
には役立たない。センシティヴな産品という概念は，極めて弾力的であり，
かつ主観的なものである。いずれの政府も，産品がセ：／ソティヴに値するか
否かを決定する規準を決めることはできなかった。K㎝mdyRomdの際に，
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各国政府はそれぞれ自国の例外品目のリストを提出したとき，交渉当事者か
らお互いに説明を求め合ったが，いずれも曖昧た説明ばかりであった。つぎの
第2め問題はi転換期間のそれである。関税の撤廃は，作業の基準として10年
の期間をとり，毎年10％づつ引下げることにより達成できると考えられてい
る。しかし，セソシティヴな産品に対しては，もっと長い期間を定めることも
できるし，間隔を変えることもできよう。したがってセソシティヴな品目以
外の産品に対する関税の撤廃は1982年または1983年頃には達成できよう。こ
れは世界状勢からみて楽観的すぎるという意見もある。しかし，もし1973年
に関税の大部分がたとえば10％を超えていないとすると，その撤廃は毎年約
1％の引下げを意味するにすぎない。この程度の比率なら最少限度のもりで
あり，国内産業に対する要求もそれほど過酷なものとはならないだろう。だ
からといって，今ここで期間について決断を下す必要はないが，さし当り転換
期を比較的短期間，たとえば10年とすることを仮りに合意しておくだけで十
分である。その交渉が始まるようにたれば，各国政府はその時の世界状勢に
応じて転換期間の長さについて合意するようにすればよいだけのことである。
8
　原則5の非関税障壁もまた極めて重要である。関税を撤廃しても，数量制
限というもっとも陰険なかたちの保護が実施されるのでは，人をあざむくも
のといえよう。かって，関税の撤廃がかえって計画的かつ不利益な障害への
移行を促進したこともしばしばあった。輸入禁止や数量割当制を組織的に採
用した場合，その相手国はこれに抗議し報復措置をとることが多かった。工
業製品に対する数量制限を放棄した先進国に指いても，関税保護の代りに，非
関税障壁が設けられるという例も数が多い。このため，新しい貿易自由化計
画には非関税障壁を撤廃するための特約の取決めが必要にたってくる。K㎝一
nedy　Ro㎜dの際にも，これを撤廃する交渉が行なわれたが，結局ASP制
度，自動車税などがとりあげられただけで，非関税障壁の撤廃交渉はこれと
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いう成果をあげることができたかった。しかもASP制度に関する公約は死
文に終っている。関税は目にみえてはっきりしているのに反して，非関税障
壁の内容の確認は難しいものが多い。付加価値税や国境税もこの一例であっ
て，これをめぐる意見の対立もみられる。数量割当制のような非関税障壁も
弊害が多いので，GATTやIMFではこれを原則として承認していたい。
9
　特定のセーフ・ガード措置を規定する必要性を明らかにしたのが原則6で
ある。貿易の自由化は，原則として，自由競争を歪曲する条件の排除を促が
すものであるとはいえ，それがかえってかたちを変えた政府の干渉や不公平
た競争制限慣行を助長することもありえないことではない。貿易自由化の当
初の関心が通商政策の分野における政府の不当な干渉を排除することにあっ
たのはもちろんのことであるが，政府はそれ以外の方法による措置を講ずる
こともできる。すなわち，各国政府が生産やその競争条件に対して与える影
響力は，各種各様である。攻撃的た武器が残されている場合，政府から防禦的
た武器を奪うことはおそらく危険なことである。また，民間企業は，政府の
援助の有無にかかわらず，価格操作またはその他の慣行によって競争条件を
歪曲することもできる。輸出価格が国内価格よりも明らかに低いという慣行
には，国内市場に対して関税や貿易規制措置ドよる人為的な保護が与えられ
なくたり，輸出補助金が禁止されると，その適用される範囲が限定されてく
るものと考えられる。したがって，このようた慣行の廃止を公約することに
よって，政府の講じうるすべての干渉措置および歪曲のあらゆる場合を公約
の対象にすることはおそらく不可能であろう。たとえば，特定産業の生産へ
の補助金にしても，その特典を輸出品のみにかぎらない場合には，政府に対
してそれを禁止するよう求めることはできないだろう。この種の補助金の果
す役割は今後ますます大きくなるだろう。現在実施されている貿易協定のな
かにもこの種のセーフ・ガード措置に関する規定がみられる。最恵国待遇の
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供与は，競争条件が類似であることを暗黙に認めている。したがって，各国
政府には，ダンピ：ノクや相手国の輸出に対する人為的措置に対して自からの
防衛措置を講ずる権利が認められているものの，政府が講ずる一方的な措置
に多くの問題が残されているのが今日の姿である。貿易自由化の決定的な成
果を収める唯一の途は，結局多くの国が認める効果的なセーフ・ガード措置
を考え出すことにあるといえよう。
10
　すでに述べたように，先進国のなかには，農産物貿易の拡大のための努力
も同時に払うのでたければ，工業製品に対する新しい取決めに同意しそうも
たい国もある6このようた事態はKemedy　Romdの際にみられたところで
あり，今後の貿易自由化の新しい措置を講ずる場合にも避けられないだろう。
原則7では農産物関係の自由化も合せて考えるべきであると述べているが，
それは同一の原員。を工業製品と農産物の双方に適用すべきであるという意味
ではたい。農産物の分野における障害は，関税と関係のある場合は稀であっ
て，一般に外部からの原因にもとづくものといえよう。農産物の輸出または
輸入の規制措置は国内の農業政策のいかんによって決まる。政府が報償金や
奨励金を保証することにより，自国の農業生産者を国際市場から遮断しよう
とする傾向がますます強くたりつつある。政府は価格政策によって競争を排
除しょ5とする。このようた非関税措置によって輸入数量の規制がたされる
場合には，関税の及ぼす効果はごくわずかだ部門にかぎられる。各国政府は，
今日までのところ，農産物貿易に適した原則を交渉することについて合意に
達せず，K㎝nedy　Round交渉においても，小麦を除いてはたんらの成功も
みせていたい。その後においても酪農品等に関し討議が交されたが，これと
いった具体的な成果はなんら収められていない。そこで，提案したいことは，
一般論として，たとえば穀物，肉類，酪農品等の主要農産物に関してそれぞ
れ別々の協定を結ぶための交渉を行なうことである。この種の協定の目的は，
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1）参加国の生産に対して供与する保護に最高制度（㏄ilhg）を設けること，
口）輸入に最少限度の市場開放を保証すること，この場合国内消費量を基準
として算定すること，ハ）国内市場における販売価格．と輸出価格との格差を
直接または間接的に制限すること，最後に二）低開発国市場において余剰物
資を放出する際には合意条件で共同処分を行なうこと，の4点に重点をおく
ようにすべきである。このようた協定に多数国が参加すれば，現在の需要は，
少なくとも消費者のそれが増大し，在庫の増大を回避することもできるよう
になるだろう。
11
　低開発国の諸問題については，以上の原1～7を採決したとしても，原則
2が認められなければ，問題を解決する上に効果的な貢献を果すことができ
たいだろう。というのは，先進国が今後の交渉により相互に供与するすべて
の譲許の恩典を，低開発国が完全に享受しうるようにしたければならないか
らである。この案が受け入れられれば，低開発国は自から交渉に参加しなけ
ればならないという必要もなく，また厳密な意味における相互主義にもとづ
く必要もなくなるであろう。今後先進国政府のとるべき態度は，低開発国に
対する一般的な特恵制度の供与の問題に関して現在行なわれている交渉の結
果に関係なく，先進国が低開発国産品に対する関税引下げを繰上げて実施す
るよう努力すべきであって，これを実施することは低開発国に対して相当の
利益を与えうることになろう。この点に関して，いろいろな形態の特恵制度
が考えられる。たとえば，特恵供与に参加する先進国は，イ’）低開発国に対
しては10年間ではなく5年間で関税の撤廃を成就すること，また口）関税の
一括引下げを低開発国に対して2年，3年または4年毎に実施すること，ま
たはハ）関税の撤廃はすべての該当品目に対して行なうこと，などを合意す
るように努力すべきであろう。このように低開発国に大きな利益をもたらす
特恵制度によって。低開発諸国の産業は，徐々に競争条件に堪えうるように
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たるものと期待されるので，人為的でしかも差別的といわれる特恵制度が無
期限に実施されることなく，低開発国もやがて正常た輸出競争の仲間入りで
きるだろう。特恵制度は，その効率的な運用いかんにより，漸進的かっ自動
的に廃止されるようになるものと期待してよいのではないか。そうでたけれ
ば，特恵制度は低開発諸国にみられる非効率的な生産状態を固定化し，建全
経済における国内需要を充足しうる生産機構を確立することがますます遅れ
ることになるだろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1970．8．30）
（77）
